
新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム
‐(第 10回 口:第 1部 )

t  議 事 次 第    |

1.,日 時 平成 22年 lo月 21日 (木)16:00～ 17:15

2.場 所 厚生労働省 省議室

千代田区霞が関 1-2-2
中央合同庁舎 5号館 9階

1     3,議 事

|      (1)保 護者制度 日入院制度について

(2)その他
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保護者制度・入院制度について

平成22年 10月 21日
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年 保饉者ll慶 入院制度

精
神
病
者
監
護
法

明治33年 ・精神病者監護法の公布

① 魯甲人、雌 、親権を行う父又は母、戸幸、親旗で
選任した四親等以内の親権を精神病者の幹講義務者と
して、その順位を定める。
また監護義務者がないか、いてもその義務を履行でき

ないときは住所地、所在地の市区町村長に監護の義務
を負わせる。

② 藉神病者存幹置できるのは幣講曇務者だけで、病者
を私宅、病院などに監置するにlt^幣 菫義務者lt医師の

診断書を添え、警察署を経て地方長官に願い出て許可
を得なくてはならない.

精
神
病
院
法

大正8年 ・精神病院法の公布
地方長官は、医師の診断により、精神病

者監護法によって市区町村長が監護すべき

五、罪を犯した者で司法官庁が特に危険があ
ると認める者、癖春の清雄 者、地方長官が
入院の必要を認める者等を精神病院に入院
させることができる。

精
神
衛
生
法

昭和25年 ・精神衛生法の公布
保護義務者の制度の創設、私宅監置制度の廃止、保護義

務者による保護拘束の規定等

◎措置入院制度の創設 (第 29条 )

◎保護義務者の同意入院制度の創設(33
条)   .

◎仮入院制度(3週間)創設 (第 34条 )

昭和40年
改正

・保護義務者による保護拘束の規定の削除 ◎緊急措置入院制度の創設(第29条の2)

◎入院措置の解除規定創設(第29条の4)

精
神
衛
生
法

昭和62年
改正

◎任意入院制度の創設 (第22条の2)

◎同意入院を医療保護入院と改名 (第33条 )

◎指定医の判定を入院要件化 (第 33条第 1

項 )

◎扶養義務者の同意による医療保護入院等を

認める仕組の導入 (第 33条第2項 )

◎医療保護入院に係る告知義務及び告知延

期期間の規定を創設 (第33条の3)

◎応急入院制度の創設 (第33条の4)

平成5年改
正

。「保護義務者」の名称を「保護者」に改正
・措置解除により退院した場合等において、保護者は必要
に応じて精神科病院及び社会復帰施設 (障害福祉サービ
ス事業者)等に対して支援を求めることができる旨を新た
に規定(22条の2)

◎仮入院期間を1週間へ短縮 (第 34条 )

平成7年改
正

◎告知延長期間を4週間と設定(第33条の3)

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者

福
祉
に
関
す
る
法
律

平成11年
改正

保護者の保護の対象から任意入院者及び通院患者を除
外
保護者の義務のうち自傷他害防止監督義務を削除(保護
者の義務の軽減)

保護者となることができる範囲に民法における成年後見
制度の保佐人を追加

◎移送制度を法律上明文化 (第29条の2の

2)

◎医療保護入院の要件の明確化(任意入院等
の状態にない旨を明記)(第33条第1項 )

◎移送制度の創設 (第34条 )

◎仮入院制度の廃止

平成17年
改正

◎特定医師の診察による医療保護入院等の

特例措置導入 (第33条第4項、第33条の4
第2項 )



『精神保健医療福祉の更なる改革に向けて』
平成21年9月 24日

今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告書 (抄 )
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●

・ 未治療口治療中断者等への医療的介入のあり方や、通院医療の位置付けについて
●

・ 情報公開の推進も含めた隔離口身体拘束の最小化を図るための取組について

・ 地域精神保健における市町村、保健所、精神保健福祉センター等の行政機関の役割の
あり方について

○ なお、                                 や、

申請口通報制度、移送制度等における関係機関との連携のあり方、個々の患者の病状の
変化に対応した適切な処遇の実施のための方策など、現行制度の改善のための方策につ
いては、随時検討を行い必要な対応を図るべきである。    `

V今 後の課題
1.精神保健福祉法に関する課題

○ 精神医療の質の向上を図つて

ζll」壼ζコEl』目ロコ自JLDらJttL.

O精神保健福祉法に基づく各種制度のうち、盤Lに二院圧菫二五量五磨■保護ユ院制E

0

Oま た、現状においては、盤置入院制壼や申請・通報制度、移送制度盤Ω燿日出剛L2塾

=_劃
道鷹県昌盤よュ重越趨巴量Lだ墨豊れ工曼登が、精神医療を必要とする者につい

て、人権や本人の安全性に配慮しつつ適切に医療につなげていく観点からは、各地雙二お
Lヽて摘

「

に運日まれムベ書ものである。

○ これらの課題については、本検討会においても議論を行い、
ロ
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日未治療・治療中断等の重度精神障害者に対し地域生活を継続しながら医療的支援を提
供する体制、通院を促す仕組みを検討すべき
等の意見があったところである。

精神医療の質の向上を図つていく上では、…・(中略)・ "入院医療をはじめとして、人権
に配慮した適切な医療が透明性をもつて提供される制度としていくことが重要であり、皿



今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会 (第21回)における意見

(今後の検討について)

・ 別途検討する場を設けてほしい。

・ 別途検討する場を設ける際には、検討メンパーの半数程度は当事者にしてほしい。あわせて、当
事者からのヒアリングをもっと実施してほしい。

・ 障害者基本法上の障害者の定義との整合性も検討すべき。

(入院制度全体について)

0(医 療保護入院を廃止して)諸外国のように措置入院と任意入院の2種類の入院形態にすべき。

(措置入院について)  .
・ 措置解除に至るまでの期間や入院期間の格差にも留意すべき。

【保護者制度について】         ‐

・ 保護者制度は廃止すべきである。

・ 精神保健福祉法は、家族の犠牲を前提とした制度設計になつており、前近代的な法律である。

・ 「治療を受けさせる義務」を素人である家族に担わせることは不合理である。特に、本人が未治
療者である場合に、そもそも本人が精神疾患の疑いがあるかどうかを家族が判断して精神科を
受診させることを法的義務として課していることは無理がある。

・ 重症化して入院に至らないような手当をしていくことが重要。

・ 単身者への支援を行つているが、入院治療へ繋げようとすると、入院に関する手続は家族が担う
ことになつている関係からか、病院から「保護者 (家族)を」と求められ、疎遠となつている家族と連
絡を取らざるを得ず、より関係が悪化することもある。

・ 患者の権利擁護については、自治体に権利擁護センターのような機関を設置することも考えられ
る。その際、当該センターの職員に病院への立入権限を付与するなど訪間型のアプローチを実
施できるよう留意すべき。

・ 保護者には権利面だけを残し、義務は自治体が担うべき。

・ 精神保健福祉法から保護者の義務規定を削除したとしても、家族が、民法上の損害賠償責任か
ら逃れることはできないのではないか。不法行為により生じた損害に対し、誰が責任を取るのか。
保護者でないとすれば、病院の管理者なのか、自治体の長なのかという点を保護者制度を見直
す場合、検討しなければならない。

・ 保護者の代替として、「Personal Representauve」を立てることは考えられる。
し 成年後見制度を活用するなら、鑑定費用を公費負担すべき。

・ 家族による保護者制度の撤廃をし、自治体が保護者になるべき(?)。
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障害者制度改革の推進のための基本的な方向について
(平成22年6月29日閣議決定)(抄)

障害者制度改革の推進のための基本的な方向 (第―次意見)

(平成22年6月7日障がい者制度改革推進会議)(抄)

政府は、障がい者制度改革推進会議 (以下「推進会議」という。)の「障害者制度改革の推進のための
基本的な方向(第一次意見)」 (平成22年 6月 7日 )(以下「第一次意見」という。)を最大限に尊重し、下

記のとおり、障害者の権利に関する条約(仮称)(以下「障害者権利条約」という。)の締結に必要な国内
法の整備を始めとする我が国の障害者に係る制度の集中的な改革の推進を図るものとする。

3個別分野における基本的方向と今後の進め方
以下の各個別分野については、改革の集中期間内に必要な対応を図るよう、横断的課題の検討

過程や次期障害者基本計画の策定時期等も念頭に置きつつ、改革の工程表としてそれぞれ検討期
間を定め、事項ごとに関係府省において検討し、所要の期間内に結論を得た上で、必要な措置を講
ずるものとする。

(4)医療
○
等も含めこその在り方を検討し、平成24年内を目途にその結論を得るハ

○ 「社会的入院」を解消するため、精神障害者に対する退院支援や地域生活における医療、生活面
の支援に係る体制の整備について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平
成23年内にその結論を得る。

○ 精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実のための具体的方策について、総
合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成24年内を目途にその結論を得る。

O 自立支援医療の利用者負担について、法律上の規定を応能負担とする方向で検討し、平成23

年内にその結論を得る。

8

(推進会議の問題認識)

障害者が地域において安心して自立した生活が送れるためには、すべての障害者が障害を理由とする差別なしに可能な限り最高水準の健康を享受
できるよう、必要な医療やリハビリテーション等が提供されなければならない。特に精神医療に関しては、医療と福祉が混在し制度上の問題を多く含ん
でいる精神保健福祉法の抜本的な改正が必要である。

理              

°

【地域医療の充実と地域生活への移行】
精神科病院においては、入院治療の必要がないにもかかわらず、長期入院による自立生活の困難等の問題により入院せざるを得ない、いわゆる「社

会的入院」患者が厚生労働省の統計から推定される人数でも約7万人いるといわれている。
このような現状を改善するため、入院中の精神障害者に対する退院支援の充実を図るべきである。退院支援や地域生活への移行後における医療、

生活面からのサポート(ショートステイ等を含む。)の在り方については、総合福祉部会で検討を進める。【厚生労働省】

【精神医療の一般医療体系への編入】
現行制度においては、精神疾患のある患者は、臨時応急の場合を除いて、原則として精神病室以外の病室には入院できないこととなつており、このこ

とが精神障害者とつて一般医療サービスを受けることを困難にしている。また、精神科医療の現場においては、いわゆる「精神科特例」によリー般医療
に比して医師や看護師が少ない状況にある。
このような状況を踏まえ、以下を実施すべきである。

・精神医療の一般医療体系への編入の在り方について、総合福祉部会での今後の議論を踏まえ、推進会議において検討を進める。
・特に精神医療の現場における医師、看護師が一般医療より少ない現状を改善し、その体制の充実を図るため、「精神科特例」の廃止を含め、具体的
な対応策を講ずる。【厚生労働省】

【医療に係る経済的負担の軽減】

ヵ翻 製到5躍ほfけ
る特段の配慮や対

Fを
必要とする場合が多いが、継続的な治療等に要する費用負担が大きいため、必要な医療を受けること

このような状況を改善するため、障害者がその健康状 、自立した日常生活等を営むために必要な医療を受けたときに要する費用負担につ



障害者の権利に関する条約 (仮訳文)(抄 )

第十四条 身体の自由及び安全

1 締約国は、障害者に対し、他の者と平等に次のことを確保する。

(a)身体の自由及び安全についての権利を享有すること。
rh口織 l―ur゛ 彙 書 歯

「

自 由 麗 書
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rt Lヽ
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2 締約国は、障害者がいずれの手続を通じて自由を奪われた場合であつても、当該障害者が、
他の者と平等に国際人権法による保障を受ける権利を有すること並びにこの条約の目的及
び原則に従つて取り扱われること(合理的配慮の提供によるものを含む。)を確保する。

第十九条 自立した生活及び地域社会に受け入れられること

この条約の締約国は、すべての障害者が他の者と平等の選択の機会をもって地域社会で

生活する平等権利を認めるものとし、障害者が、この権利を完全に享受し、並びに地域社会

に完全に受け入れられ、及び参加することを容易にするための効果的かつ適当な措置をとる。
この措置には、次のことを確保することによるものを含む。

ra、  脳
=書

州  桶 め 書 ルエ 鐘 ir 屋 佳 備 寡 程 卸 口, ■ バ ″

「
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(b)地域社会における生活及び地域社会への受入れを支援し、並びに地域社会からの孤立及び
隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会支援サービス(

人的支援を含む。)を障害者が利用することができること。

③一般住民向けの地域社会サービス及び施設が、障害者にとって他の者と平等に利用可能で
あり、かつ、障害者のニーズに対応していること
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Ⅱ 保護者制度について



「保護者」は、精神障害者に必要な医療を受けさせ、財産上の保護を行うなど、患者の生活行動一般
における保護の任に当たらせるために、設けられた制度6

患者の医療保護を十分に行おうとする要請と、患者の人権を十分に尊重しようとする要請との間にあ
り、

①任意入院者及び通院患者を除く精神障害者に治療を受けさせること(22条1項 )

②任意入院者及び通院患者を除く精神障害者の財産上の利益を保護すること(22条 1項 )

③精神障害者の診断が正しく行われるよう医師に協力すること(22条2項 )

④任意入院者及び通院患者を除く精神障害者に医療を受けさせるに当たつて医師の指示に従う
こと(22条3項 )

⑤回復した措置入院者等を引き取ること(41条 )

⑥医療保護入院の同意をすることができること(33条 1項 )

⑦退院請求等の請求をすることができること(38条の4)

③⑤による引き取りを行うに際して、精神病院の管理者又は当該病院と関連する精神障害者社会復
帰施設の長に相談し、及び必要な援助を求めること(22条の2)

という役割が規定されている。

① 後見人又は保佐人(※ ②ん④の者と順位変更はできない。)

② 配偶者
③ 親権を行う者
④ ②③の者以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
(昭和二十三年法律第百

=十
三号)(抄 )

(保護者)

第二十条 精神障害者については、その後見人又は保佐人、配偶者、親権を行う者及び扶養義務者が保護者となる。ただし、次の各号のいずれかに
該当する者は保護者とならない。
一 行方の知れない者
二 当該精神障害者に対して訴訟をしている者、又はした者並びにその配偶者及び直系血族
三 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人
四 破産者
五 成年被後見人又は被保佐人
六 未成年者
2保護者が数人ある場合において、その義務を行うべき順位は、次のとおりとする。ただし、本人の保護のため特に必要があると認める場合には、後
見人又は保佐人以外の者について家庭裁判所は利害関係人の申立てによりその順位を変更することができる。
一 後見人又は保佐人
二 配偶者
三 親権を行う者
四 前二号の者以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者
3前項ただし書の規定による順位の変更及び同項第四号の規定による選任は家事審判法 (昭和二十二年法律第百五十二号)の適用については、
同法第九条第一項甲類に掲げる事項とみなす。

第二十一条 前条第二項各号の保護者がないとき又はこれらの保護者がその義務を行うことができないときはその精神障害者の居住地を管轄する市
町村長(特別区の長を含む。以下同じ。)、 居住地がないか又は明らかでないときはその精神障害者の現在地を管轄する市町村長が保護者となる。

第二十二条 保護者は、精神障害者(第二十二条の四第二項に規定する任意入院者及び病院又は診療所に入院しないで行われる精神障害の医療を
継続して受けている者を除く。以下この項及び第二項において同じ。)に治療を受けさせ、及び精神障害者の財産上の利益を保護しなければならな
い 。

2保護者は、精神障害者の診断が正しく行われるよう医師に協力しなければならない。
3保護者は、精神障害者に医療を受けさせるに当たつては、医師の指示に従わなければならない。

第二十二条の二 保護者は、第四十一条の規定による義務(第二十九条の三又は第二十九条の四第一項の規定により退院する者の引取りに係るも
のに限る。)を行うに当たり必要があるときは、当該精神科病院若しくは指定病院の管理者又は当該精神科病院若しくは指定病院と関連する障害者
自立支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービスに係る事業(以下「障害福祉サービス事業」という。)を行う者に対し、当該精神障害者の社
会復帰の促進に関し、相談し、及び必要な援助を求めることができる。  ́           13  .



(医療保護入院)

第二十三条 精神科病院の管理者は、次に掲げる者について、保護者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を入院させることができる。
一 指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、医療及び保護のため入院の必要がある者であつて当該精神障害のために第二十二条の三
の規定による入院が行われる状態にないと判定されたもの

二 第二十四条第一項の規定により移送された者
2～7(略 )

(医療保護入院等のための移送)

第二十四条 都道府県知事は、その指定する指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその者の医療及び保護を

者嘉農日辱選手9亡諄邁
『

磁がなくて1賜幾鍵翼轟観瓢暦塁鋒製牧観攣軍摯乱詳右:雛子:漁
2～ 4(略 )

(相 談、援助等)         ‐

第二十八条 精神科病院その他の精神障害の医療を提供する施設の管理者は、当該施設において医療を受ける精神障害者の社会復帰の促進を図
るため、その者の相談に応じ、その者に必要な援助を行い、及びその保護者等との連絡調整を行うように努めなければならない。

(退院等の請求)

讐電11ごち3薫11[轟鍵翼配宇η譜島戴舅菫L鷺き響鴛霧薯8轟≧」規麗舅識戴鐘瑯練聟案
さ

めることができる。

(保護者の引取義務等)

第四十一条 保護者は、第二十九条の三若しくは第二十九条の四第一項の規定により退院する者又は前条の規定により仮退院する者を引き取り、か
つ、仮退院した者の保護に当たつては当該精神科病院又は指定病院の管理者の指示に従わなければならない。

(医療及び保護の費用)

第四十二条 保護者が精神障害者の医療及び保護のために支出する費用は、当骸精神障害者又はその扶養義務者が負担する。

威年後見制度について

14

概要

○ 本制度は、認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な者の権利擁護制度。

O高 齢社会への対応及び知的障害者・精神障害者等の福祉の本実の観点から。自己法定の質頭上盛盗盤
を図ることを目

的として、旧民法における禁治産制度及び準禁治産制度を改めたもの。
※「民■の一部を改正する法律(平成11年法律第149号 )」による。

O法 定後見制度と任意後見制度に分けられる。

O法 定後見制度には、本人の事理弁識能力の程度により、後見、保佐、補助の3種類がある。
※審判の申立てから審判の確定までに要する期間は、おおむね4か月程度(個 々の事案により異なる)。

威年後見人等に選任される者

0本 人のためにどのような保護・支援が必要かなどの事情に応じて、家庭裁判所が選任(父母等親族が選任
される場合もある。)。

O本人の親族以外にも、法律・福祉の専門家その他の第二者や、福祉関係の公益法人その他の法人が選
ばれる場合がある。

O成年後見人等を複数選ぶことも可能。また、成年後見人等を監督する成年後見監督人などが選ばれること
もある。

(注)法務省ホームページによる。



後  見 保  佐 補  助

対象者
トリ断能力が欠けているのが
巨常の状態の者

卜J断能力が著しく不十分な

音
判断能力が不十分な者

申立てをすることができる人

本人,配偶者,四親等内の親族,検察官など

市町村長(注 1)

戎年後見人等(成年後見人・

果佐人・補助人)の同意が必
要な行為

民法13条 1項所定の行為

1注 2)(注 3)(注4)

申立ての範囲内で家庭裁

判所が審判で定める「特定
の法律行為」(民法13条 1

項所定の行為の一部X注
lX注 2)(注4)

取消しが可能な行為
日常生活に関する行為以外

の行為

同 上(注2)(注3)(注
同  上 (注 2)(注4)

成年後見人等に与えられる代
哩権の範囲

材産に関するすべての法律

行為

申立ての範囲内で家庭裁
卜」所が審判で定める「特定
の法律行為J(注 1)

同  左 (注 1)

法定後見制度の概要

※法務省ホームページによる。

(注¬)本人以外の者の請求により,保佐人に代理権を与える審判をする場合,本人の同意が必要。補助開始の審判や補助人に同意

権・代理権を与える審判をする場合も同様。

(注2)民法13条 1項では,借金,訴訟行為,相続の承認・放棄,新築・改築・増築などの行為が挙げられている。

(注3)家庭裁判所の審判により,民法13条 1項所定の行為以外についても,同意権・取消権の範囲を広げることが可能。

(注4)日 常生活に関する行為は除かれる。

成年後見B刻
年

系事件
1月～ 1

の概況
2月一一平成 21

過去5年における申立件数の推移

後 見 開 始

保 佐 開 始

補 助 開 始

0    5CЮ0  10000 15,000 20.000 25000 30.000 35000 
“

.000(件 )

(注 1) 各年の件数は,それぞれ当該年の 1月 から 12月までに申立てのあつた件数である。

(注 2) 平成21年 1月 から同年 12月までの任意後見契約締結の豊記は合計7.809件 であ

り。平成 12年 4月から平成21年 12月 までの登記件数累計は40.792件 である (

法務省民事局による。). ※ 裁判所HPより
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威年後見制度利用支援事業

【概要】
障害福祉サTビスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障

害者又は精神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、これらの障害者
の権利擁護を図る。
[地域生活支援事業費補助金]

【実施主体】
市町村(共同実施も可能)(指定相談支援事業者等へ委託することができる。)

【対象者】
障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者であり、後

見人等の報酬等必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年後見制度の利用が困
難であると認められる者b

【事業の具体的内容】
成年後見制度の申立てに要する経費 (登記手数料、鑑定費用)及び後見人等の報酬の全

部又は一部を助成する。

威年後見制度研究会報告書
(平成22年7月威年後見制度研究会)(抄 )
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(1)問題の所在等

現在,成年被後見人など
―例

えば,医療行為を受ける者の家族等に対して十分なインフォームドコンセントを行
い,その家族等から当該医療行為について同意を得た上で医療行為を行うものと
す るな ど ― ふ ― |1的 に東 ハ ス 榛 合 ▼ 臓 デ イ ド号イ ラ 望 腱 右 ヵ :った Lヽ。

・1・2

・1平成11年の成年後見制度導入の際の手術・治療行為その他の医的侵襲に関する決定権・同意権

に関する規定を導入することが見送られた経緯については,小林昭彦=原司「平成一一年民法一部

改正法等の解説」269頁参照。
・ 2ただし,終末期医療については「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」(平成19年5月

厚生労働省)がある。

したがつて,本人が医療行為の是非について判断する能力を有しない場合に
おいて,

■ヽ 7日 書 オ ス

「

ルふ 書 ふ 7二  離 年 餡 目 ■笙 ル L7‖ ニ ハ 彗 ふ IFtt L7麗慮 郷

といえる。

(続く)
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しかしながら,肇鋼副日島』家族盤整産鰹匙麗饉盤撻杢払止重担』田期目屁鼠生

。研究会では,成年後見人等は,インフルエンザの予防接
種など室ム止藤日藍壼頭鐵議醒塵国出二aLL豊Ω量囲薗醜E』Ш目艶饉聾症立
墨亘■日L歴壼」劃ほ

=鵬
巡饉uL彙2と彦蟹ヨコは歴崚趣盤Lこと豊翼Ц型L墨[が

°3,そ

の手術が生命に危険を及ぼす場合や手術をしなくとも生命に別状はないが手術
をしないと身体に障がいが残る可能性が高いというような場合には同意すべきか
どうか悩ましいといった実情が紹介された。
・ 3 予防接種法第8条第2項は保護者である成年後見人において、本人に予防接種を受けさせるよう

努力義務を課している。

この点に関連し,鵬菫豊盟Ω主二塁二本人が医療行為の是非について判断す
る能力を有しない場合において

:π屋糟得羞寡得ら
「

ルボE当お″らハ寡塞春 1,f‐ 卜7・_離生餡目A ttn日
貴がたくとも_当諺医唐行為多行ってLヽスルニスが島り,この問題の解決方法

を検討する際に参考になる。

(続く)

20

(2)検討

研 究 会 に お い て は ,成年 後 見 人 等 が 雇 磨 鰐 羞

「

つ Lヽ7日 音 7姜 r_・ LヽFルF■
り_六 人 に対 す ス 屋 糟 得 漁 が 摘 価 に得 ら

「

ルが で 善 r_‐ Lヽル Lヽら繕 里 が 生 :,た

があるが,同時に,この問題は,インフォ…ムドコンセントが
薔鯛士わム計全にあつて,

オムニルがで養た Lヽ書に対オス屋磨缶着弗得らルめに_″の■らr_・プ■●2
を経るべきかという問題の一つの表れであつて,』崖踏墜温ム菫盤題L工強討
して鯉 榛 で養る 闇 顕 で は な ぐ_塵 磨 聞 音 の 右 ιJ斉全 聘 丼綸 計 I´で Lて由 で _儀
せて綸封対象ルきれるべ姜問題であるとの認識が大勢を占めた。

そして,この問題については,今簿ルも名方面におLヽて百に綸計丼行ってLて

墨菫があるとされた。
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<目的>
認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が不十分な者に対して、福祉サービ

スの菫l用 に関する援助等を行うことによりt地域において自立した生活が送れるよう支援する。

<実施主体>             
｀

都道府県社会福祉協議会又は指定都市社会福祉協議会。ただし、事業の一部をt市区町村社
会福祉協議会等 (基幹的社協等)に委託できる。平成21年度末現在の基幹的社協等は748カ所。

<対象者>
判断能力が不十分な者であり、かつ本事業の契約の内容について判断L得る能力を有してし)i

と認められる者。*平成21年度末実利用者数(3月 末時点の実数)は、31,968人。

<援助内容>
① 福祉サービスの利用援助
② 苦情解決制度の利用援助
③ 住宅改造、居住家屋の賃借、日常生活上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続に

関する援助等     ｀

④ ①～③に伴う援助として「預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用
者の日常生活費の管理(日 常的金銭管理)」「定期的な訪間による生活変化の察知」

具体的には、利用者との契約に基づいて、福祉サービス申請の助言や同行、サービスの利用料
の支払い、公共料金の支払い等の日常的金銭管理等を実施。(lヶ 月の平均利用回数は約2回、
利用料の平均 1回 1,200円 )

調査概要

1.調査方法

○ 全家連から各家族会経由で会員に調査票を郵送。

O有 効回答数 2,844票 (回収率 31.1%)
※回答者の年齢 60歳代:36.6%、 70歳代:26.6%、 80歳以上:7.9%
※回答者の続柄 母:52.4%、 父:19.2%、 きょうだい:9.5%

2.調査対象

○ 活動中の1,307家族会の中から4分の1の確率で無作為抽出。
→ 327家族会、会員9,243名を抽出。

3.調査項目

○ 保護者の続柄および選任の状況
○ 家族が果たせる保護者の任務
○ 保護者制度の見直し

○ 今後の保護者制度に対する期待  等

4・ .調査時点

2005年 11月 1日
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保護者の置かれている現状
第4回全口家族ニーズ■査報告書

―精神障害者と家族の生活奥饉とな臓■査―

保護者は決まっ
ていない,20%

わからない,

38%

→ 保護者の約7割が父母である。

おじ・おば
0.4%

24

家族が果たせる保護者の任務
(複数回答 )

保護者制度の見直し

(複数回答)

n=2,844

一　
％４

・　

５

藁

25



今後の保護者制度に対する期待
350%

300%

25.0%

200%

150%

10.0%

50%

00%

n=2,844

30.4%

12.5%

9.4% 9.0%

~~~て
,100/0

,日

ご

I「ΠI

が ♂〆ご〆〆〆 ぴ/  J
∬ξ
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調査結果 (成年後見制度関係 )

成年後見制度の利用の有無 成年後見制度を利用しない理由

祠嘱したιl

ム 費用負
μ り屁
′

`.3%

利用したιl

″t調 の

場 ゆ
″1られ t

家族は利

用させたい

が、本人が 本人は利

用したがつ

ているが、

家族が反

対,01%

反対,33%

い,18.0%

→ 成年後見制度を利用していない者の中には、
利用方法や費用負担の問題が解決すれば利用
に転じる潜在的なケースが一定程度存在する。

→ 精神障害者やその家族のほとんどが成年後見制
度を利用していない。



Ⅲ 入院制度について

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく入院形態について

1措置入院/緊急措置入院(法第29条/法第29条の2)

【対象】入院させなければ自傷他害のおそれのある精神障害者
【要件等】精神保健指定医2名の診断の結果が一致した場合に都道府県知事が措置

(緊急措置入院は、急速な入院の必要性があることが条件で、指定医の診察は1名で足りるが、入院期間
は72時間以内に制限される。)

4任意入院 (法第22条の3)

【対象】入院を必要とする精神障害者で、入院について、本人の同意がある者
【要件等】精神保健指定医の診察は不要

28

η軍療保護入院(法第33条 )

対象】入院を必要とする精神障害者で、自傷他害のおそれはないが、任意入院を行う状態に

【要件等】精神保健指定医(又は特定医師)の診察及び保護者(又は扶養義務者)の同意が必要

3慮急入院(法第33条の4)

【対象】入院を必要とする精神障署看で、任意入陽を行う状態になく、急速を要しt保護者の同意が得られ
【要件等】精神保健指定医(又は特定医師)の診察が必要であり、入院期間は72時間以内に制限される。

(特定医師による診察の場合は12時間まで)
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‐  措置入院の流れ(第29条 )

・一般人 (第 23条 )、

・警察官 (第 24条 )、

・検察官 (第 25条 )、

・保護観察所の長
(第 25条の2、 第
26条の3)、

・矯正施設の長 (第 2
6条 )、

・精神科病院の管理

者(第26会の2)等

(第 38条の4)
。都道府県知事に対し、本人又は保
護者が請求可能

含
■
〓
日
躍
噺
上

医療保饉入院の流れ (第33条 )

・精神科病院の管理者の判断

(第 38条の4)

・都道府県知事に対し、本人又は
者が請求可能



精神医療審査会 (精神保健福祉法第12-15条 )

(事務:精神保健福祉センター)

委員構成員(1合議体あたり5名 )は、その学識経験に基づき独立して職務を遂行
都道府県知事が下記の者から任命(任期2年 )

☆精神科医療の学識経験者 2名 以上(精神保健指定医に限る)

☆法律に関する学識経験者 1名 以上(弁護士、検事等)

☆その他学識経験者 1名 以上(社会福祉協議会の役員、公職経験者等)

精神科病院の管理者からの
★ 医療保護入院の届出
☆措置入院、医療保護入院患者の

定期病状報告

入院中の者、保護者等から

★ 退院請求
★ 処遇改善請求

<知事による審査の求め><知事による審査の求め>

<速やかに審査結果通知> <速やかに審査結果通知>

精神医療審査会における審査の状況

1.定期報告、退院等請求の審査状況

定期報告(医療保護入院) 定期報告 (措置入院) 退院請求 処遇改善請求

審査件数

審査結果

審査件数

審査結果

審査件数

馨査結果

審査件数

聾査結果

他の
入院形態
への移行
が適当

入院継続
不要

他の

入院形態
への移行
が適当

入院継続
不要 呻螂搬

入院又は

処遇は

不適当

3.24( 1

割  合 0005' 0003' 0093'

2.実地審査(法第38条の6第 1項)の状況

資料 :平成20年度衛生行政報告例

平成20年度

実地審査の実施件数 審査の結果処遇改善命令 審査の結果退院命令

意
院

任

入

置
院

措

入

療

護

医

保

急

院

応

入
合計

意

院

任

入

置
院

措

入

療

護
医
保

急

院

応

入
合計

意

院

任

入

置

院

措

入

療

護
医
保

応急
入院

合計

全国計 4.47( 1 7.15( 1 2

資料 :精神・障害保健課調
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入院形態別在院患者数の推移
資料:精神・障害保健課調

(各年6月 30日 現在)

34

が〆ノFFFiゞ゛ヾ∫ゞ∫∫∫ヾ∫
出 出 lSt書 樹 1麟 響 櫛 Iml l14繊 |14鵬 鵬 枷 撫 繊

入院形態別・在院期間別の患者割合
資料 :精神・障害保健課調

20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%  100%

(平成19年6月 30日
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年齢別措置入院者数 口65畿以上

口40歳以上65歳未満

●20出以上40歳未満

口20歳未満

5p∞

4500

4p00

3,5∞

3p∞

2.500

2ρ00

1,500

1,0∞

500

0

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

年齢別医療保護入院者数
140,000T― ―  口65歳以上

■40歳以上65歳未満

目20歳以上40歳未満

■20歳未満 (    121868
120"0

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

40p00



年齢別任意入院者数
口65歳以上

●40歳 以上65歳未満

●20歳以上40歳未満

■20歳未満

250,00-

233861

150卿0

100,000

50′000

平成lo年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

医療保護入院者数
(疾患分類別 )

医療保護入院者の推移
(疾患分類別 )

資料:精神・障害保健課調
(平成19年6月 30日 現在)

資料:精神・障害保健課調
(各年6月 30日 現在)

〆
(参考)

医療保護入院者 (総数)121,868人
入院患者(総数)    316,229人

米国■D内の数値は、入院患者総数(疾患分類別)に

占める割合

御２‐，４３３人＜‐７．６％＞回
認知症 (ア

ルツハイ

マー病型認

知症、血管

性認知症)

♂ が が
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入院患者全体に占める認知症患者の割合
14000%

120000/●

10000%

8000%

6000%

4000%

2000%

0000%
平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

― 措置入院 0003% 0003% 0003% 0002% 0004% 0001% 0.001%

子 医療保護 4450% 5158% 5.708% 5991% 6,413% 6789% 7400%
キ 任意入院 6305% 6530% 6485% 6325% 6256% 6103% 5778%
姜 その他

の入院
0.130% 0083% 0.046% 0040% 0019% 0019% 0013%

→←認知症計 10889% 11.774% 12243% 12359% 12692% 12912% 13192%
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医療保護入院の保護者の内訳

市区町村長 :

7.7%

その他 :4.2%

__L__

/147%
□兄弟(姉妹)

■両親

日配偶者

□子

■市区町村長

□その他

n=6,992

出典 :『精神病床の利用状況に関する調査」より(平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究)
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Ⅳ ワーキングチームについて

保護者制度・ 入院制度についての検討

1 スケジュール

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」(平成22年 6月 29日 閣議決定)を踏
まえ、保護者制度、入院制度のあり方について検討を進める。

①検討チーム(第 lRのメンバー)を開催
・保護者制度についての現状の整理と意見聴取
・ワーキングチームの設置について
※民法、刑法等法律等の専門家、医療機関関係者、福祉・相談支援関係者、自治体関係者、

当事者a家族で構成。10数名程度を想定。

②ll月 ～12月
ワーキングチームによる検討を開始
(来年夏を一定の目途)

※定期的に検討チーム(第 lRメンパー)を開催し、ワーキングチームの検討状況を報告。

2論点

(1)保護者に課せられた義務の法的意義とあり方
(2)医療保護入院等入院制度のあり方
(3)その他

42

3 個別分野における基本的方向と今後の進め方

(4)医療

O 精神障害者に対する強制入院、強制医療介入等について、いわゆる「保護者制度Jの見直し等も含め、その在り方を

検討し、平成24年内を目途にその結論を得る。
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保護者制度・入院制度に関するワーキングチーム構成案

平成22年 10月 21日現在

氏名 所属・役職

磯部 哲 慶應大学法科大学院 准教授

岩上 洋一 特定非営利活動法人 じりつ 代表理事

上原 久 社会福祉法人 聖隷福祉事業団地域活動支援センターナルド センター長

河崎 建人 社団法人 日本精神科病院協会 副会長(水間病院院長)

久保野 恵美子 東北大学大学院法学研究科 准教授

鴻巣 泰治 埼玉県立精神保健福祉センター 主幹

白石 弘巳 東洋大学ライフデザイン学部 教授

千葉 潜 医療法人 青仁会青南病院 理事長

野村 忠良 東京都精神障害者家族会連合会 会長

広田 和子 精神医療サバイバー

堀江 紀― 特定非営利活動法人 世田谷さくら会 理事

町野 朔 上智大学法学研究科 教授

良田 かおり

六本木 義光 岩手県県央保健所長

(五十音順、敬称略)
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